
 

 

第８号様式（発展型総合事業、総合事業） 

 

外交・安全保障調査研究事業費補助金 

補助事業実績報告書 

 

１．基本情報 

事業者名 国立大学法人東京大学（先端科学技術研究センター） 

事業分野 ※募集要領にある分野 A～C のいずれかを記入のこと。 

A：国際政治及び国際情勢一般 

事業名及び事業概要 ※事業計画書の該当部分を転載のこと。 

「体制間競争の時代における日本の選択肢：国際秩序創発に積極的関与を行

うための政策提言・情報発信とそれを支える長期シナリオプランニング」 

事業実施期間 ※下記の期間から１つを選択し「○」を記入 

（ ）１年間（令和  年度） 

（ ）２年間（令和  年度～令和  年度）（うち  年目） 

（〇）３年間（令和 2 年度～令和 4 年度）（うち 1 年目） 

 ２ 事業実施体制 

（１） 定量的概要 

研究者数合計 61 名（「事務局」を除く） 

うち若手（※）研究者数 39  名（全体の 63.9 ％） 

（※）若手の定義については、各事業者の分類による（別紙１参照）。 

うち女性研究者数 12  名（全体の 19.6 ％） 

うち首都圏以外の研究者数 21  名（全体の 34.4 ％） 

 

（２）事業実施体制の詳細は別紙１に記入のこと。 

 

３ 事業の実施状況・成果 

（１） 定量的概要 

（総合事業、調査研究事業については該当するもののみ記入すること。） 

【調査】 



 

 

・情報収集・調査実施回数： 52 回 

（分科会会合の報告回数を集計） 

 

【会議】 

・研究会の実施数： 23 回（分科会会合の実施数を集計） 

 

・シンポジウム／セミナー／ワークショップ等の主催・共催数： 18 回 

 （国際シンポジウム／セミナー、国内向け公開ウェビナーを含む。中東・イスラーム世界のオルタ

ーナティブに関する分科会と IGSDA との合同会合は研究会としても計上） 

 

・他団体主催のシンポジウム／セミナー／ワークショップ等への参加数：49 回 

（委員の国際シンポジウム／セミナー／ワークショップ等の登壇数を集計） 

 

【情報発信】 

・インタビューや報道発表の実施数： 2 回 

・論文やコメンタリーの発出数： 15 回 （既に原稿があり、公表予定のものを含む） 

・政策提言を含む報告書の発出数： 1 回 (書籍出版) 

主要なものにつき、審査委員や政府関係者などが閲覧できるよう URL（未発表のものは概要）を記

載。 また、上記以外の情報発信（メールマガジン配信、ウェビナー動画の発信など、独自に実施し

ている情報発信）も記載可。 

 

 ROLES 公式サイト 

https://roles.rcast.u-tokyo.ac.jp/ 

 You Tube ROLES チャンネル 

https://www.youtube.com/channel/UC8P_eA0Kc6hVeMcwS_W-GSw/videos 

 ROLES 公式フェイスブック 

https://www.facebook.com/%E6%9D%B1%E5%A4%A7%E5%85%88%E7%AB%AF%E7%A0%94%E5%89%

B5%E7%99%BA%E6%88%A6%E7%95%A5%E7%A0%94%E7%A9%B6%E3%82%AA%E3%83%BC%E3%

83%97%E3%83%B3%E3%83%A9%E3%83%9C-104391228337141 

 ROLES ウェブサイト英語版の広報ページ 

https://roles.rcast.u-tokyo.ac.jp/en/events 

https://roles.rcast.u-tokyo.ac.jp/
https://www.youtube.com/channel/UC8P_eA0Kc6hVeMcwS_W-GSw/videos
https://www.facebook.com/%E6%9D%B1%E5%A4%A7%E5%85%88%E7%AB%AF%E7%A0%94%E5%89%B5%E7%99%BA%E6%88%A6%E7%95%A5%E7%A0%94%E7%A9%B6%E3%82%AA%E3%83%BC%E3%83%97%E3%83%B3%E3%83%A9%E3%83%9C-104391228337141
https://www.facebook.com/%E6%9D%B1%E5%A4%A7%E5%85%88%E7%AB%AF%E7%A0%94%E5%89%B5%E7%99%BA%E6%88%A6%E7%95%A5%E7%A0%94%E7%A9%B6%E3%82%AA%E3%83%BC%E3%83%97%E3%83%B3%E3%83%A9%E3%83%9C-104391228337141
https://www.facebook.com/%E6%9D%B1%E5%A4%A7%E5%85%88%E7%AB%AF%E7%A0%94%E5%89%B5%E7%99%BA%E6%88%A6%E7%95%A5%E7%A0%94%E7%A9%B6%E3%82%AA%E3%83%BC%E3%83%97%E3%83%B3%E3%83%A9%E3%83%9C-104391228337141
https://roles.rcast.u-tokyo.ac.jp/en/events


 

 

 東京大学先端科学技術研究センター（RCAST）での広報（英語） 

https://www.rcast.u-tokyo.ac.jp/en/news/events/index.html 

 公開ウェビナー（2020 年 6 月 6 日）の記事（新潮社フォーサイト） 

 https://www.fsight.jp/articles/-/47035 

 アラビア語での発信実績 

https://www.alroeya.com/author/3220/%D8%B3%D8%A7%D8%AA%D9%88%D8%B4%D9%8A-

%D8%A5%D9%8A%D9%83%D9%88%D8%AA%D8%B4%D9%8A 

 英語での発信の模様（IGSDA ウェブサイト） 

http://igsda.org/?cat=5 

 

その他の URL については別紙 2 に記載。 

 

（２） 事業の具体的な実施状況は別紙２に記載のこと。 

 

（３） 別紙３において、事業の定性的成果（①どのように取り組み、どのような成果があったか（工

夫を凝らした点、従来事業から改善した点を含む）、②どの部分につき進展・成果が不十分であっ

たか、その原因、次年度での改善方法）を具体的に記載のこと。 

４ 事業総括者による評価（２ページ程度） 

※事業総括者による事業の進展、成果についての評価コメントを記載。（特に、他の類似事業と比べて

どのような新規性があったか、研究成果によりどのような新たな知見が得られたのか否か、これらが

どう日本外交に資するのかを記載する。） 

 

本事業では「大学内に外交・安全保障シンクタンクをつくる」ことを目標としている. 

初年度は、このための組織づくりと体制づくりを大規模に行い、東大先端研内に外交・安全保障問

題を研究するためのシンクタンクとして ROLES（RCAST Open Laboratory for Emergence Strategies 先端

研創発戦略研究オープンラボ）を創設し、本事業を強力に推進する母体組織を確立した。人員は年度

内に研究者 8 名、事務補佐 3 名を確保し、若手の協力研究員 2 名も加わって、8 部屋の研究スペース

を確保して、一定規模のシンクタンクを短期間で立ち上げることに成功した。 

ROLES は中国・米国・中東・新領域セキュリティの 4 つの分科会を立ち上げ、国内外の最有力の研

究者 60 名以上を組織し、年度内にそれぞれ 4 回以上の定期的な研究会と国際共同研究会を開催した。 

https://www.rcast.u-tokyo.ac.jp/en/news/events/index.html
https://www.fsight.jp/articles/-/47035
https://www.alroeya.com/author/3220/%D8%B3%D8%A7%D8%AA%D9%88%D8%B4%D9%8A-%D8%A5%D9%8A%D9%83%D9%88%D8%AA%D8%B4%D9%8A
https://www.alroeya.com/author/3220/%D8%B3%D8%A7%D8%AA%D9%88%D8%B4%D9%8A-%D8%A5%D9%8A%D9%83%D9%88%D8%AA%D8%B4%D9%8A
http://igsda.org/?cat=5


 

 

それらの成果の一部は国内向けには日本語のオンライン・シンポジウム（ウェビナー）の形で 3 回公

開し、国際的には有力研究機関との共催セミナーの形で発信した。国内向け公開されるシンポジウム

では一回あたり最大 1000 名に及ぶ参加者を集めた（2020 年 6 月 6 日）。 

さらに、国際的な研究交流・協議の場の設定を進め、3 月には「イスラエル・ウィーク」を開催して

テルアビブ大・ヘブライ大・イスラエル保健省・首相府サイバー防衛部局元幹部など、最先端の研究

者と実務家を集めた国際研究大会をオンラインで開催した。 

 本事業の類似事業と比較しての特性は、大学とシンクタンクの利点を合成する点である。大学にお

ける研究は、新規の課題を発見し、それに対する知見を生み出していく。課題を発見するために、前

提となる学問や認識の枠組みや、成果の判断基準・価値基準そのものを問い直し、創出していく。い

わば「ゼロから 1」を生む作業が多くを占める。大学における研究は、人材育成と一体で行われ、研究

成果は、研究成果を生み出す研究者の育成と不可分である。国際交流は研究者の個人的なコネクショ

ンによって臨機応変にネットワーク的に形成される。これらは長期間にわたる永続的な関与を要す

る。ただし、大学における成果は、しばしば単年度では見えにくく、特定の予算・事業の期間内に全

ての成果が現れるとも限らない。 

それに対して、通常、シンクタンクは、既存の知見を幅広く結集し、総合し、政策につなげる作業

を行う。主に単年度の事業・予算の枠内で行っていく。予想される一定期間内に可能な限り多くの知

見を集約し、整理し、有用な部分を判別して、政策当局者による利用を容易にする。ただし、シンク

タンクの研究成果の短期的な有用性・即時性は、長期的な人材育成や、新規の知見をゼロから想像す

る作業を十分に伴わないきらいがある。海外の諸機関との関係も、政府レベルでの政治的意思や予算

がある範囲でのみ行われ、持続性が必ずしも保証されていない。 

本事業は国立大学のインフラと制度を最大限に活用し、シンクタンクの有用性と即時性を兼ね備え

るための制度設計と運用方法を定めた。それによって、新規の研究課題を見出してゼロから新しい知

見を創出し、研究者間の国際的ネットワークを生かして過去に公式には行われてこなかった有力機関

との関係構築を進めて最先端の情勢分析を行うと同時に、海外の研究機関やメディアに直接日本外交

に関する情報発信を行っていく経路を確保した。 

本事業によって設立された ROLES を主体として、これまでに日本の大学及びシンクタンクにおける

調査研究活動において取り組みが遅れていた、イスラエルや UAE の大学・研究機関との研究協力関係

の構築を推進した。コロナ禍の下での相互往来の困難という困難な条件を逆手に取り、活発・頻繁に

リモート会議を行うことで、研究および協議の国際的な場の創出に成功した。イスラエルのテルアビ

ブ大 MDC（モシェダヤン中東アフリカ研究センター）とは 2 回のラウンドテーブルを開催して中東情

勢、特に米国の政権交代による中東政策の変化や、イスラエルと UAE など湾岸産油国との国交正常化



 

 

によって中東地域に及ぶ影響に関する最新の知見を集約した。イスラエル・ウィークではイスラエル

保健省国際課長から COVID−19 に対するイスラエルのワクチン政策の最新動向を直に聴取し、イスラ

エル首相府サイバー防衛局の元高官からはイスラエルのサイバーセキュリティ政策の最新の知見を得

た。 

UAE の安全保障研究シンクタンクの IGSDA（Institute for Global Security and Defense Affairs）との共

催によるオンライン国際セミナーを 4 回シリーズで開催し、紅海・アフリカの角や西アフリカを含む

広域中東地域の新たな安全保障課題をめぐる最新の知見を得た。 

 これらの活動を通じて、ROLES は東京大学内に設立された外交・安全保障調査研究に特化したシン

クタンクとして確立された。今後は、海外の同様の大学内シンクタンクとのセカンドトラック的な協

議の場を形成するためのカウンターパートとして有用な役割を果たすことが期待される。本事業で組

織した中国・米国・中東・新領域セキュリティの４分科会は、それぞれの分野に関する国内で最高峰

・最先端の、かつ大部分が 40 代以下の若手・中堅研究者を集めている。これらの分科会の会合の多く

は、外務省からのオブザーバー参加を歓迎しており、分科会の会合及び、ROLES を介した分科会委員

への意見聴取により、日本外交に必要な学術的知見を、常時、必要な時に、短期間で集める回路が形

成されたことになる。ROLES が構築しているイスラエルや UAE 等の海外の有力研究機関との関係

は、従来の日本のシンクタンクが関係を構築してこなかった国・地域をカバーしている。今後も、こ

れまでに関係構築が十分ではなかった地域・国の有力機関との交流を拡大し、日本外交におけるセカ

ンドトラック協議の幅を広める役割を担いたい。 

 また、UAE のアラビア語の日刊紙や、UAE のシンクタンクのウェブサイトに英語で常時、日本の視

点からの外交安全保障問題に関する情報発信を行ってきたことにより、日本の外交姿勢を随時海外に

向けて発信する常設的回路の確保に成功しつつある。トルコでの有力出版社からの外交・安全保障論

の書籍の刊行も、日本外交の対外発信のこれまでにない試みである。これらの一旦開かれた経路を今

後も継続的に利用し、日本の研究者や実務家の発信を海外の新聞・ウェブサイト・出版社に繋いでい

くことで、 ROLES は日本外交の国際発信力を、これまでにない経路を通じて、より現地社会に直結

した形で、進めて行くことができる。 

また、本事業の一環として開催した公開シンポジウム（ウェビナー）では、1000 名以上の参加登録

者を得るなど、国内に幅広く外交・安全保障問題に関する知見を広め、日本外交の国内広報活動への

一助をなした。 



 

 

第８号様式 別紙１ 事業実施体制の詳細 

 

事業総括、分科会リー

ダー、研究担当、渉外

担当等の別 

 

氏名 

 

所属機関・部局・職 

 

役割分担 

総括班 

事業総括 池内 恵 東京大学先端科学技術

研究センター教授（兼

任・国際創発戦略調査

研究センター・主幹） 

・事業全体の総括 

・研究会、シンポ

ジウム等の主宰 

 

事業副総括 小泉 悠 東京大学先端科学技術

研究センター特任助教

（兼・国際創発戦略調

査研究センター・副主

幹） 

・事業全体の研究

面に関する総括 

 

事業副総括 立田 由紀恵 東京大学先端科学技術

研究センター特任研究

員（兼・国際創発戦略

調査研究センター・事

務統括） 

・事業の事務全体

に関する総括 

 

事業副総括 伊藤 和歌子 東京大学先端科学技術

研究センター・シニア

・プログラム・コーデ

ィネーター／特任研究

員 

・事業運営にかか

る助言 

・外務省と大学事

務との調整 

事業副総括（全体会合

座長） 

坂元 一哉 大阪大学法学研究科教

授（兼・国際創発戦略

調査研究センター・顧

問） 

・全体会合のとり

まとめ 

・各分科会の調査

研究に関する方向

性の取りまとめ 



 

 

・事業全体の内容

に関する調査研

究、発信等 

中国・権威主義体制に関する分科会 

分科会座長／中国班班

長 

川島 真 東京大学大学院総合文

化研究科教授 

・分科会のとりま

とめ 

・中国の権威主義

体制に関する調査

研究、発信等 

幹事／研究担当（同） 伊藤 和歌子  東京大学先端科学技術

研究センター・シニア

・プログラム・コーデ

ィネーター／特任研究

員 

・座長補佐、中国

科学技術に関する

調査研究 

副幹事／研究担当

（同） 

田中 周 東京大学先端科学技術

研究センター特任研究

員 

・中国・新疆ウイ

グル問題に関する

調査研究 

中国班・研究担当

（同） 

松田 康博 東京大学東洋文化研究

所教授 

・中国の権威主義

体制に関する調査

研究 

中国班・研究担当

（同） 

岡本 隆司 京都府立大学文学部教

授 

・歴史的観点から

見た中国の権威主

義体制に関する調

査研究 

中国班・研究担当

（同） 

家永 真幸 東京女子大学現代教養

学部准教授 

・文化シンボル、

パブリックディプ

ロマシーに関する

調査研究 

中国班・研究担当

（同） 

鈴木 隆 愛知県立大学外国語学

部准教授 

・内政、習近平体

制に関する調査研



 

 

究 

中国班・研究担当

（同） 

山口 信治 防衛研究所地域研究部

中国研究室主任研究官 

・戦浪外交、対外

関係に関する調査

研究 

ロシア班班長・研究担

当（同） 

小泉 悠 東京大学先端科学技術

研究センター特任助教 

・ロシア班のとり

まとめ、ロシアの

主権思想に関する

調査研究、発信等 

ロシア班・研究担当

（同） 

西山 美久 北海道大学国際連携機

構特任助教 

・ロシアのナショ

ナリズムに関する

調査研究、発信等 

ロシア班・研究担当

（同） 

乗松 亨平 東京大学総合文化研究

科准教授 

・ロシアの権威主

義体制に関する調

査研究、発信等 

東南アジア班長・研究

担当（同） 

鈴木 絢女 同志社大学法学部教授 ・東南アジア班の

とりまとめ、東南

アジア諸国の政治

体制に関する調査

研究 

東南アジア班・研究担

当（同） 

青木 まき アジア経済研究所地域

研究センター東南アジ

アⅠ研究グループグル

ープ長代理 

・タイに関する調

査研究 

東南アジア班・研究担

当（同） 

岡本 正明 京都大学東南アジア地

域研究研究所教授 

・インドネシアに

関する調査研究 

東南アジア班・研究担

当（同） 

日下 渉 名古屋大学大学院国際

開発研究科准教授 

・フィリピンに関

する調査研究 

東南アジア班・研究担

当（同） 

中西 嘉宏 京都大学東南アジア地

域研究研究所准教授 

・ミャンマー・パ

キスタンに関する

調査研究 



 

 

北朝鮮班・研究担当

（同） 

宮本 悟 聖学院大学政治経済学

部教授、東京大学先端

科学技術研究センター

客員研究員 

・北朝鮮の権威主

義体制に関する調

査研究、発信等 

中東・イスラーム世界のオルターティブに関する分科会 

分科会座長（中東・イ

スラーム世界のオルタ

ーティブに関する分科

会） 

池内 恵 東京大学先端科学技術

研究センター教授 

・分科会のとりま

とめ・イスラム的

オルターナティブ

思想に関する調査

研究 

幹事・研究担当（同） 立田由紀恵 東京大学先端科学技術

研究センター特任研究

員 

・バルカンにおけ

るイスラム復古主

義に関する調査研

究 

副幹事・研究担当

（同） 

田中 周 東京大学先端科学技術

研究センター特任研究

員 

・中央アジア・ト

ルコのウイグル政

策に関する調査研

究 

分科会助手（同） 狩野希望 学習院大学非常勤講師 ・イスラーム教神

秘主義思想の動向

に関する調査研究 

研究担当（同） 菊地 達也 東京大学人文社会系研

究科准教授 

・シーア派のイス

ラーム的オルター

ナティブ思想に関

する調査研究 

研究担当（同） 岩瀬 昇 エネルギー・アナリス

ト 三井物産社友 

・中東を中心とす

る資源エネルギー

市場動向に関する

調査研究 



 

 

研究担当（同） 今井 宏平 日本貿易振興機構アジ

ア経済研究所研究員 

・トルコの対中東

外交・対米および

対中国外交等に関

する調査研究 

研究担当（同） 柿崎 正樹 テンプル大学ジャパン

キャンパス 政治学部 

上級准教授 

・トルコの政治体

制に関する調査研

究 

研究担当（同） 鈴木 均 日本貿易振興機構アジ

ア経済研究所上席主任

研究員 

・イランの政治体

制に関する調査研

究 

研究担当（同） 山尾 大 九州大学比較社会文化

研究院准教授 

・イラクにおける

イスラーム的オル

ターナティブ思想

に関する調査研究 

研究担当（同） 吉岡 明子 日本エネルギー経済研

究所・中東研究センタ

ー研究主幹 

・クルド諸勢力の

非国家主体をめぐ

る政治と国際関係

に関する調査研究 

研究担当（同） 小林 周 日本エネルギー経済研

究所・中東研究センタ

ー研究員 

・リビアの政治経

済・エネルギー安

全保障に関する調

査研究 

研究担当（同） 斎藤 純 日本貿易振興機構アジ

ア経済研究所研究員 

・UAE の政治経済

に関する調査研究 

研究担当（同） 廣瀬 陽子 慶應義塾大学教授 ・コーカサスの政

治経済に関する調

査研究 

研究担当（同） 東野 篤子 筑波大学准教授 ・バルカン地域の

EU とトルコとの国

際関係に関する調



 

 

査研究 

研究担当（同） 松本 佐保 名古屋市立大学教授 ・バチカンの対中

東外交、グローバ

ルな宗教間国際政

治に関する調査研

究 

研究担当（同） 平野 克己 日本貿易振興機構アジ

ア経済研究所上席主任

調査研究員 

・アフリカの経済

開発に関する調査

研究 

研究担当（同） 篠田 英朗 東京外国語大学教授 ・中東・アフリカ

の平和構築に関す

る調査研究、コロ

ナ問題の国際政治

への影響に関する

調査研究、発信等 

研究担当（同） 本名 純 立命館大学教授 ・インドネシアの

政治と政軍関係に

おけるイスラーム

主義勢力の影響に

関する調査研究 

研究担当（同）、現代

ユダヤ・イスラーム思

想哲学ネットワーク幹

事 

山城 貢司 東京大学先端科学技術

研究センター特任研究

員 

・現代のユダヤ教

思想・イスラーム

思想哲学の発展に

関する調査研究、

ヘブライ大等のユ

ダヤ系学識者との

ネットワーク形成 

外部研究協力者（同） サイイド・ゴネイ

ム 

グローバルセキュリテ

ィ防衛研究所長

（UAE） 

・エジプト及び

UAE の中東地域安

全保障体系構築へ



 

 

の役割に関する知

見の提供・海外で

の調査・シンポジ

ウム参加の支援

（コネクションの

提供等） 

外部研究協力者（同） ウツィ・ラビ テルアビブ大教授、モ

シェダヤン中東アフリ

カ研究センター所長

（イスラエル） 

・イランの中東国

際政治・各国国内

政治（イエメン・

シリア等）への介

入に関する知見の

提供 

米国・既存秩序の動揺に関する分科会 

分科会座長 坂元一哉 大阪大学大学院法学研

究科教授 

・分科会のとりま

とめ 

・トランプ政権の

米国一国主義政策

に関する調査研究 

・冷戦後の既存秩

序の形成と再編及

び日米関係の長期

的将来像について

の調査研究 

幹事（同） 池内 恵 東京大学先端科学技術

研究センター教授 

・米国の拡大中東

地域におけるプレ

ゼンスの変遷と、

他の域外大国の関

与の増大に関する

調査研究、米・中

東関係、米・イス



 

 

ラエル関係の変容

に関する調査研究 

副幹事・研究担当

（同） 

池田 有紀美 未来工学研究所研究員 ・米国の技術安全

保障政策に関する

調査研究 

研究担当（同） 村田 晃嗣 同志社大学法学部教授 ・米国政治の歴史

的変動に関する調

査研究 

研究担当（同） 待鳥 聡史 京都大学大学院法学研

究科教授 

・米国政治の制度

・構造変動に関す

る調査研究 

研究担当（同） 中山 俊宏 慶應義塾大学総合政策

学部教授 

・米トランプ政権

の米国一国主義政

策に関する調査研

究 

研究担当（同） 小谷 哲男 明海大学外国語学部教

授 

・米トランプ政権

下における秩序観

の変容に関する調

査研究 

研究担当（同） 鶴岡 路人 慶應義塾大学総合政策

学部准教授 

・EU 諸国における

秩序観の変容、米

欧関係の変容に関

する調査研究 

研究担当（同） 瀧井 一博 国際日本文化研究セン

ター教授 

・グローバル化の

中での国家と地方

の関係に関する調

査研究 

研究担当（同） 高橋 慶吉 大阪大学大学院法学研

究科准教授 

・戦後米国の東ア

ジア政策に関する

調査研究 



 

 

研究担当（同） 鍛治 一郎 東京大学先端科学技術

研究センター特任研究

員 

・日米同盟の歴史

に関する調査研究

及びデータベース

作成 

研究担当（同） 小島 吉之 帝塚山大学非常勤講師 ・日米の情報協力

に関する調査研究 

研究担当（同） 杉田 弘毅 共同通信社特別編集委

員 

・米国・欧州等に

おける既存秩序の

動揺に関する調査

研究 

・トランプ政権の

対中・対イラン経

済制裁に関する最

新の動向調査研究 

新領域セキュリティの諸課題に関する分科会 

分科会座長（新領域セ

キュリティの諸課題に

関する分科会） 

小泉 悠 東京大学先端科学技術

研究センター特任助教 

・分科会のとりま

とめ 

・新領域の安全保

障に関する調査研

究 

幹事・研究担当（同） 池田 有紀美 未来工学研究所研究員 ・量子技術と安全

保障に関する調査

研究 

研究担当（同） 佐橋 亮 東京大学東洋文化研究

所准教授 

・米中大国間関係

に関する調査研究 

研究担当（同） 鈴木 一人 東京大学公共政策大学

院教授、東京大学先端

科学技術研究センター

客員研究員 

・宇宙・サイバー

・感染症をめぐる

国際安全保障に関

する調査研究 

研究担当（同） 飯塚 恵子 読売新聞編集委員 ・諸外国のシャー



 

 

プパワーと既存秩

序の側の対応に関

する調査研究 

研究担当（同） 桒原 響子 日本国際問題研究所研

究員 

・シャープパワー

に関する調査研究 

研究担当（同） 小宮山功一朗 一般社団法人 JPCERT

コーディネーションセ

ンター 国際部部長 

・サイバーセキュ

リティに関する調

査研究 

研究担当（同） 高森 雅和 株式会社電通シニアソ

リューションディレク

ター 

・SNS を中心とし

たメディア戦略に

関する調査研究 

研究担当（同） 中井 治郎 龍谷大学社会学部非常

勤講師 

・グローバルな人

間の移動が外交・

安全保障政策に及

ぼす影響に関する

観光社会学からの

調査研究 、ポス

ト・インバウンド

のグローバル・ツ

ーリズムに関する

調査研究 

研究担当（同） 中井 遼 北九州市立大学政策科

学科准教授 

・バルト三国にお

けるロシアのシャ

ープパワー行使に

関する調査研究、

発信等 

研究担当（同） 松本 充豊 京都女子大学現代社会

学部教授 

・中国のシャープ

パワー行使に関す

る調査研究 

研究担当（同） 山口 亮 釜山国立大学客員教授 ・エマージングテ



 

 

クノロジーと安全

保障に関する調査

研究 

外部研究協力者（同） 村野 将 ハドソン研究所研究員

（米国滞在中） 

・シャープパワー

に対する米国の抑

止政策及び日米の

安全保障に関する

知見の提供 

・海外での調査・

シンポジウム参加

の支援（コネクシ

ョンの提供等） 

関西クラスタ PJT（4 分科会横断の関西在住の研究者を中心とした分科会） 

研究担当（同） 坂元 一哉 大阪大学大学院法学研

究科教授 

社会科学における

文明論と「京都学

派」の可能性につ

いて 

研究担当（同） 岡本 隆司 京都府立大学文学部教

授 

「中華」に対峙す

る日本文化・文明

の可能性について 

研究担当（同） 村田 晃嗣 同志社大学法学部教授 表象・映像文化が

国際政治にもたら

す影響に関して 

研究担当（同） 待鳥 聡史 京都大学大学院法学研

究科教授 

中央・地方関係の

比較制度論的多国

間比較 

研究担当（同） 瀧井 一博 国際日本文化研究セン

ター教授 

日本近代政治史に

おける中央・地方

関係の歴史的考察

と現状分析 



 

 

研究担当（同） 中井 治郎 龍谷大学社会学部非常

勤講師 

ポスト・インバウ

ンドの時代におけ

る京都の観光戦略

の定時・定点観測

と分析 

研究担当（同） 池内 恵 東京大学先端科学技術

研究センター教授 

地域分散型アカデ

ミアの創生とその

手法に関する実践

的考察 

コロナ問題 PJT（4 分科会横断のコロナ問題を扱う分科会） 

研究担当（同） 篠田 英朗 東京外国語大学教授 コロナ問題の大陸

間比較に関する調

査研究 

研究担当（同） 松田 康博 東京大学東洋文化研究

所教授 

台湾のコロナ対策

・東アジアモデル

に関する調査研究 

研究担当（同） 宮本 悟 聖学院大学政治経済学

部教授、東京大学先端

科学技術研究センター

客員研究員 

北朝鮮のコロナ政

策・閉鎖国モデル

に関する調査研究 

研究担当（同） 中井 治郎 龍谷大学社会学部非常

勤講師 

コロナ問題が日本

の観光戦略に及ぼ

す影響、ポスト・

インバウンドのグ

ローバル・ツーリ

ズムと日本の国際

観光戦略に関する

調査研究 

研究担当（同） 待鳥 聡史 京都大学大学院法学研

究科教授 

コロナ対策の比較

政治学に関する調



 

 

査研究 

研究担当（同） 鈴木 均 日本貿易振興機構アジ

ア経済研究所上席主任

研究員 

コロナのイランの

体制への影響に関

する調査研究 

研究担当（同） 池内 恵 東京大学先端科学技術

研究センター教授 

コロナ感染・対策

の中東モデルに関

する調査研究 

事務局 

総務・経理担当 江頭 裕士 東京大学 先端科学技

術研究センター財務チ

ーム外部資金担当 

・事業全体の総務

・経理 

総務・経理担当 三宅 由美子 東京大学先端科学技術

研究センター事務補佐

員 

・事業内容に関す

る総務・経理 

・事業内容に関す

る渉外 

総務・経理担当 表 真琴 東京大学先端科学技術

研究センター事務補佐

員 

・事業内容に関す

る総務・経理 

・事業内容に関す

る渉外 
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